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特定事業所集中減算に係るＱ＆Ａ 

 

特定事業所集中減算について、お問い合わせの多いものを中心に掲載しています。 

 

１．届出書作成・提出について 

１ 令和６年度改正において、利用申込

者に対しての説明が努力義務にな

りましたが、届出書を作成しなけれ

ばいけませんか。 

左記の改正にかかわらず、全ての居宅介護支援事業所

が作成して、２年間保存しなければなりません。 

２ 紹介率最高法人の割合が 80％を超

えていませんが、届出書を作成しな

ければいけませんか。 

市への提出は不要ですが、全ての居宅介護支援事業所

が作成して、２年間保存しなければなりません。 

３ ３月（９月）末で廃止予定ですが、

届出書を作成しなければいけませ

んか。 

作成し保存することは必要です。 

80％を超えていれば「居宅介護支援における特定事業

所集中減算に係る届出書」を提出してください。その

際、正当な理由の欄に「３月（９月）末廃止」と記載し

てください。 

４ 紹介率最高法人の割合が 80％を超

えていますが「正当な理由」に該当

しています。市への提出は必要です

か。 

必要です。届出様式の所定欄に「正当な理由」の項目番

号を記載して提出してください。 

５ 判定期間内に運営法人が変わり、事

業所の廃止及び新規指定を行った

場合はどうしたらよいですか。 

廃止した事業所からの届出は不要です。新規指定後の

事業所において、指定を受けた以降の実績を計算して

ください。 

６ ①減算なし → 減算あり 

②減算あり → 減算なし 

③減算あり → 減算あり 

上記それぞれについて、提出物を教

えてください。 

①②「居宅介護支援における特定事業所集中減算に係

る届出書」と「介護給付費算定に係る体制等に関する

届出書」 

※「あり」から「なし」になる場合でも提出されなけれ

ば引き続き減算になりますのでご注意ください。 

③「居宅介護支援における特定事業所集中減算に係る

届出書」のみ 

 

なお、①③「あり」になった場合で、特定事業所加算を

取得している事業所は要件を満たさなくなりますの

で、体制届の提出が必要になります。 
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２．計算方法・記載方法について 

１ 月遅れで報酬請求をした計画につ

いてはどの月に含めますか。 

サービスを提供した月の総数に含めます。 

２ 介護予防支援や総合事業の事業所

分は件数に含めますか。 

含めません。 

３ 入院等の理由により、実績がなかっ

たものについても件数に含めます

か。 

含めません。 

４ 一人の利用者が、同月に複数の事業

所を利用する場合のケアプラン数

はどうなりますか。 

一人の利用者につき、ケアプランの数は毎月「１」とな

ります。 

５ 同法人の複数の事業所を利用して

いる場合はどうなりますか。 

「法人の割合」を計算するものですので、複数の事業

所を足した法人の割合で計算します。 

６ 事業所１、事業所２とありますが、

上位２つの事業所を計算するとい

うことでしょうか。 

同一法人の事業所は全てカウントして計算します。３

つ以上の事業所を利用している場合は上位２つまで記

入し、３つ目以降は「居宅介護支援における特定事業

所集中減算に係る届出書 別紙」を使用してください。 

７ 同率の紹介率最高法人がある場合、

どのように記載すればよいでしょ

うか。 

どちらか１法人を任意で選んで記載し、別紙（任意様

式）に他の法人を記載してください 

８ 通所介護と地域密着型通所介護は、

それぞれで計算するのですか。 

小金井市では、「通所介護及び地域密着型通所介護のそ

れぞれを計算する方法」と「地域密着型通所介護を通

所介護に含めて計算する方法」のどちらかを選択して

いただきます。所定の期間内に作成した居宅サービス

計画であれば、どちらを選択していただいても構いま

せん。 

９ 同一の利用者がＡ法人とＢ法人の

訪問介護を利用している場合はど

のように計算しますか。 

訪問介護の利用者 100 人のうち、Ａ法人のみ利用が 80

人、Ｂ法人のみ利用が 15 人、両方利用が５人の場合、 

Ａ法人は（80+5）÷100＝0.85＝85％ 

Ｂ法人は（15+5）÷100＝0.20＝20％ 

となります。 

３．「正当な理由」について 

１ 「正当な理由」が複数当てはまる場

合は、どのように記入したらよいで

しょうか。 

複数の番号を記入してください。 
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２ 利用者から理由書をもらい、地域ケ

ア会議等で意見や助言を受けてい

るものは、正当な理由に該当しない

のでしょうか。 

小金井市では、地域ケア会議等で意見や助言を受けて

いる場合であっても、正当な理由に該当しません。 

３ ひと月でも紹介率最高法人の割合

が 80％を超えた場合、減算になり

ますか。 

ひと月だけで判断するのではなく、半年間を通じて判

断します。判定期間と減算の適用期間は以下のように

なります。 

【前期】 判定期間   ３月分～８月分  

 減算適用期間 １０月分～３月分 

【後期】 判定期間   ９月分～２月分  

 減算適用期間 ４月分～９月分 

 

４ 減算になるのは減算の対象となっ

たサービスの利用者だけでしょう

か。 

１つのサービスでも８０％の割合を超え、かつ、正当

な理由に該当しない場合は、全ての利用者の居宅介護

支援費について減算になります。 

 


